
貴自治体名（ 東三河広域連合 ） 

懇談日時 10 月 28 日（ 水  ） 午後 1  時  30 分～ 3  時  00 分 

懇談会場 豊橋市役所東 86 会議室 ※会場が確定している場合はご記入ください。

２０２６年自治体キャラバン請願・陳情項目についてのアンケート 
★印の項目は、合計数と市町村別内訳をご記入ください。

介護保険・高齢者福祉  担当課（ 介護保険課 ）電話（ 0532-26-8462 ）ＦＡＸ（ 0532-26-8475 ） 

メールアドレス（ kaigohoken@union.higashimikawa.lg.jp ）

（１）介護給付費準備基金・繰越金等

①第１０期介護保険事業計画の策定において、保険料（第１号被保険者）上昇を抑えるための介護給付

費準備基金活用の見込みについてご記入ください。

２０２６年度末の準備基金残高

（見込み）（A） 

第１０期保険料にあてて取り

崩す準備基金（見込み）（B） 

取り崩し割合〈（B）／（A）〉 

（小数点第１位まで） 

4,436,136,000 円 検討中 検討中 

②次年度繰越金・準備基金保有高

質問項目 ２０２３年度末 ２０２４年度末 ２０２５年度末 

第１号被保険者数 （A） 207,890 人 207,795 人 208,165 人 

次年度決算繰越金 （B） 792,010,670 円 363,116,955 円 297,820,823 円 

１人当たり繰越金 （Ｂ）／（Ａ） 3,810 円 1,747 円 1,431 円 

年度末準備基金保有額 

（Ｃ） 
6,584,075,771 円 6,745,607,879 円 6,271,579,959 円 

繰越金＋基金保有額（Ｄ） 7,376,086,441 円 7,108,724,834 円 6,569,400,782 円 

１人当たり「繰越金＋基金保

有額」 （Ｄ）／（Ａ） 
35,481 円 34,210 円 31,559 円 

（２）介護保険料の独自減免制度 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない

①低所得者への保険料減免制度

１）保険料の市町村独自の低所得者への減免制度がありますか。

（〇）ある （  ）ない 

２）低所得者減免がある場合、その内容をご記入ください。（２０２６年４月１日現在）

・減免対象の規定（所得段階区分等）の内容
１．対象者要件 
所得段階が第３段階で、次の①から⑥のいずれにも該当する方 
①市町村民税を課税されている方と生計を同じくしていないまたはその方から生活援助を受
けていないこと。
②課税世帯の方の市町村民税の控除対象者となっていないこと。
③自らの居住の用に供する土地、家屋以外の土地または家屋を所有していないこと。
④介護保険料を滞納していないこと。
⑤健康保険の被扶養者となっていないこと。
⑥世帯の前年の収入が 120 万円（世帯員が１人増えるごとに 35 万円を加算）以下であるこ
と。
２．減免額
第２段階の保険料年額へ減額

・保険料の全額免除はありますか。 （〇）ない （  ）ある 

・資産保有による制限はありますか。 （  ）ない （〇）ある

・保険料減免分に対する一般財源からの繰り入れはありますか。 （〇）ない （  ）ある

・申請は必要ですか。 （〇）必要 （  ）不要
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★３）低所得者減免がある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 2 件 1 件 

保険料減免の金額実績 23,664 円 11,832 円 

②収入減少を理由にした保険料減免制度 

１）収入減少を理由にした保険料減免制度がありますか。 

（〇）ある    （  ）ない  

２）ある場合、２０２６年４月１日現在の内容をご記入ください。 

１．対象者要件 

次の①から③までの要件のいずれかに該当する方で、減免の申請をした日の属する年にお

ける合計所得金額世帯合算額の見積額とその前年における合計所得金額世帯合算額に対

する割合が 10 分の５未満の方、かつ減免の申請をした日の属する年の前年（１月から３月の

場合は前々年）における合計所得金額世帯合算額が 300 万円以下の方 

①主たる生計維持者が死亡したとき、又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期

間入院したことによりその者の収入が著しく減少したとき。 

②主たる生計維持者の収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等

により著しく減少したとき。 

③主たる生計維持者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他こ

れらに類する理由により著しく減少したとき。 

２．減免内容（金額・割合） 
減免の申請をした日以後６月以内に到来する普通徴収の納期限又は特別徴収対象年金給
付の支払が行われる日に係る保険料のうち、減免の申請をした日が属する年度中の普通徴
収の納期限又は特別徴収対象年金給付の支払が行われる日に係る保険料の 10 分の５に相
当する額 
 

★３）ある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 3 件 9 件 

保険料減免の金額実績 72,734 円 171,970 円 

★（３）保険料滞納の状況と処分件数について 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料滞納者数 
保険料滞納者実人数 3,165 3,039 

保険料滞納者延べ件数 (調定件数) 19,350 (調定件数)18,358 

保険給付の制限 

償還払い人数 41 27 

保険給付の一時差し止め人数 0 0 

３割負担人数 56 53 

財産差押え 
差押え実人数 2 5 

差押え件数合計 2 5 

（４）介護保険利用料の独自減免制度 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない 

①利用料の市町村独自の低所得者への滅免措置がありますか。  

（  ）ある → 実施年月（     ）年（  ）月    （〇）ない  

②市町村独自の利用料減免がある場合、その内容をご記入ください。（２０２６年４月１日現在） 

１）減免対象の規定（所得段階区分等）の内容  

 

 

２）訪問介護利用料の助成割合  （             ） 

３）居宅サービス利用料の助成割合 （             ） 

４）施設サービス利用料の助成割合 （             ） 

５）利用料減免分に対する一般財源からの繰り入れはありますか。 （  ）ない  （  ）ある 

※一般会計から直接支給している場合も「ある」としてください。 

 



③低所得者減免がある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

利用料減免件数 件 件 

利用料減免の金額実績 円 円 

（５）介護保険施設への独自支援制度、認知症グループホーム入所者等への食費・居住費の助成制度 

①介護保険施設への独自支援制度、介護付き有料老人ホーム、認知症グループホーム等の入所者や

短期入所者等の食事、居住費に対する助成制度に変更がありますか。 

（  ）変更がある     （〇）変更はない  

②変更がある場合、その内容をご記入ください。（２０２６年４月１日現在） 

 

 

（６）総合事業 

①総合事業の「事業対象者数」をご記入ください。 （ 1,045 ）人 

②総合事業の事業所数・利用人数・報酬基本単位をご記入ください。 

※事業所数は各年４月１日現在、利用者数は月平均（２０２６年度は４～６月の平均）をご記入ください。 

サービス 

事業所数 利用人数 報酬基本単位 

２０２５年 ２０２６年 ２０２５年 ２０２６年 
２０２５年 

（月・回） 

２０２６年 

（月・回） 

現 行 の訪 問 介 護

相当の訪問介護 108 111 1,733 1,736 
(Ⅰ)1,176（月） 

(Ⅱ)2,349（月） 

(Ⅲ)3,727（月） 

(Ⅰ)1,176（月） 

(Ⅱ)2,349（月） 

(Ⅲ)3,727（月） 

生活支援型訪問Ａ 

（緩和した基準） 
23 23 55 47 

(Ⅰ) 941（月） 

(Ⅱ)1,879（月） 
(Ⅰ) 941（月） 

(Ⅱ)1,879（月） 

現 行 の通 所 介 護

相当の通所介護 
248 250 4,435 4,511 

(１) 1,798（月） 

(２) 3,621（月） 
(１) 1,798（月） 

(２) 3,621（月） 

通所型サービスＡ 

（緩和した基準） 
28 22 349 334 

(１) 1,438（月） 

(２) 2,897（月） 
(１) 1,438（月） 

(２) 2,897（月） 

通所型サービスＣ 

（短期集中予防） 
市町村回答 市町村回答 市町村回答 市町村回答 市町村回答 市町村回答 

※  報酬基本単位：（Ⅰ）週１回程度、（Ⅱ）週２回程度、（Ⅲ）週２回を超える程度 

※  報酬基本単位：（１）事業対象者（週１回程度）又は要支援１、（２）事業対象者（週２回程度又は２

回を超える程度）又は要支援２ 

（７）特別養護老人ホームの待機者について ※人数は名寄せしてご記入ください。 

★①特別養護老人ホームの待機者（要介護３以上）は、何人ですか。（ 264 ）人（2026 年１月現在） 

★②要介護１、２の入所者数、待機状態にある人を把握していますか。  

（○）把握している  → 入所者数（ 231 ）人 待機者数（ ７ ）人 （2026 年１月現在） 

（  ）把握していない 

③特別養護老人ホームの入所者の申し込みにあたって貴自治体の対応（該当に◯印を） 

（  ）自治体の窓口でも相談・受け付け業務を行っている 

（  ）行政区内の施設から情報を定期的に得ている 

（○）当該施設に任せており、対応はしていない  

 



（８）施設サービス基盤整備 

①特別養護老人ホーム等の整備状況について  

※( )カッコ内には新規施設数、新規定員数を再掲してください。 
 第９期（～２０２６年度） ２０２５年度 

計画 計画 実績 

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 
特別養護老人ホ
ーム 

58 
（2） 

3,304 
（58） 

56 
（0） 

3,246 
（0） 

56 
（0） 

3,246 
（0） 

介護老人保健施
設 

17 
（0） 

1,569 
（0） 

17 
（0） 

1,569 
（0） 

17 
（0） 

1,569 
（0） 

認知症グループ
ホーム 

78 
（5） 

1,404 
（90） 

77 
（3） 

1,377 
（54） 

76 
（3） 

1,368 
（54） 

特定施設入居者 
生活介護事業所 

13 
（0） 

659 
（0） 

13 
（0） 

659 
（0） 

13 
（0） 

659 
（0） 

    ※  特別養護老人ホームについては、29 人以下の地域密着型事業所を含む。 

②サービス付き高齢者住宅等の設置状況について（２０２６年３月末現在） 

 施設数 定員 

サービス付き高齢者住宅 不明 不明 

住宅型有料老人ホーム 不明 不明 

      ※  サービス付き高齢者住宅及び住宅型有料老人ホームについては、介護保険外施設である

ため、広域連合では２０２６年３月末現在の設置状況を把握していない。 

（９）介護施設の夜勤形態について 

①介護施設の夜勤形態について把握をしていますか。 

（ ○ ）把握している     （   ）把握していない 

②職員の夜勤時の就労形態はどのようになっていますか。施設種別ごとにご記入ください。 

 
設置 

施設数 

２交替（１２時間以

上の長時間）夜勤 
３交替夜勤 

２交替と３交

替が混在 
その他 

特別養護老人ホーム 56 30 15 3 8 

介護老人保健施設 17 15 1 0 1 

グループホーム 74 40 11 3 17 

小規模多機能 14 不明 不明 不明 不明 

看護小規模多機能 6 不明 不明 不明 不明 

短期入所 76 不明 不明 不明 不明 

 ※  特別養護老人ホームについては、29 人以下の地域密着型事業所を含む。 

※ 調査時点（2026 年 1 月）における設置施設からの回答分を集計。 

③上記施設の内、夜勤配置人員が１人になる場合がある施設数をご記入ください。（たとえ１病棟・１フロ

アー・１ユニットであっても、実態があれば数えてください。なお、同じシフトで働くスタッフの休憩時に１

人になる場合も含みます。） 

 
２交替（１２時間以

上の長時間）夜勤 
３交替夜勤 

２交替と３交替 

が混在 
その他 

特別養護老人ホーム 20 7 1 8 

介護老人保健施設 8 0 0 1 

グループホーム 28 8 3 14 

小規模多機能 不明 不明 不明 不明 

看護小規模多機能 不明 不明 不明 不明 

短期入所 不明 不明 不明 不明 

  ※  特別養護老人ホームについては、29 人以下の地域密着型事業所を含む。 

※ 調査時点（2026 年 1 月）における設置施設からの回答分を集計した。 



（１０）次期（第１０期）介護保険事業計画策定委員会  

①計画策定委員会の公開   （ ○ ）公開する   （    ）公開しない   （   ）未定 

 →公開する場合、当日の委員会の傍聴は （ ○ ）できる 会議の都度、委員長が定める 人 

（    ）できない 

②計画策定委員の公募枠   （ ○ ）ある  → 公募枠（ １ ）人  （   ）ない  （   ）未定 

③計画策定業務の一部委託をしていますか。 

（ ○ ）している →委託先名（ 株式会社日本能率協会総合研究所中部事務所 ） 

（   ）していない 

 

☆ご協力ありがとうございました。 




